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２．対象・目的・内容
家庭・地域・学校の連携による子どもの健全発達を期して、各幼稚園、小・中学校の単位ＰＴＡの連携と互いの切
磋

年

琢磨を促す。
 ※平成25年度から事業名が変更になったため、平成23・24年度決算額は０円となる。なお、同年度も同額支出

事 業 概 要

西脇市ＰＴＡ連合会及び市内単位ＰＴＡ会員
事業の対象

（誰・何を）

事務局として

度

、各幼稚園、小・中学校の単位ＰＴＡの連携と互いの切磋琢磨を促す。
事業の目的

（どういう状態

にするために)

西脇市内の単位ＰＴＡ会員相互の密接な連絡調整を図り、それぞれの部門が互いに切磋琢磨し、児童の健全な

　

発達
事業の内容 を期する。

（どういう内容

を行うのか)

平成２６年度　当初予算事業の概要説明書
（兼評価説明書） 1 頁
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前提に、今後、ＰＴＡ連合会
の負担が過大にならぬよう行事の精査も検討されたい。

事業の概要説明
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西脇市内の単位ＰＴＡ会員の相互の密接な調整が図れた。
実績・成果 会員相互の意見交換等により児童、生徒の健全な発達を期することができた。
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６

　

．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 3 実施主体の妥当性 5

１ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 1
事 業 の 継続実施

次 総合評価
各幼・小・中の単位ＰＴＡの連携により、

当

家庭・地域・学校の連携を促進していく手段の一つとして継続実施が適

評 当であると考える。
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価

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 2 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切

初

さ 5 市民ニーズの把握 1
事 業 の 継続実施

次 総合評価
ＰＴＡ連合会は年間行事も多いなか、各学校からの分担金に加え、市からの50千円という比較的安価な補助金で運

評 営されている。今後は少子化に伴う児童・生徒数の減

予

少による分担金の逓減が懸念されるが、各学校の分担金を増

説 明 額するのか、市の補助金を増額するのか慎重な検討が必要と思われる。

価 事業報告書によると毎年数多くの行事が行われているが、補助については継続実施を


